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第６回定期協議において回答を求める事項

2014（平成26）年9月19日

障害者自立支援法違憲訴訟団

第１　「介護保険優先原則」の問題性
　１　６５歳問題について

①　第５回定期協議でも指摘致しましたが，障害者総合支援法の重度訪問介護等を利用している障害者が６５歳になった場合に
「介護保険の申請をしない者には重度訪問介護の利用を認めない」
「介護保険で要介護５（あるいは４以上等）の認定がなされなければ，重度訪問介護の利用を一律に認めない」
「介護保険によりどのような支援が可能かを具体的に検討することなく、障害者施策による従来の支給量を介護保険点数相当分機械的に引き下げる」などの自治体があります。
　　　障害者が，６５歳という年齢に達したことのみをもって，これまで利用できた福祉の利用が妨げられ、自立生活を困難とさせるような制度ないし運用について改善するよう速やかな対応を求めます。

②　基本合意文書第4項「利用者負担における当面の措置」によって，低所得の障害者等が利用料無償となったにもかかわらず，６５歳以上の障害者が介護保険料を１割負担し続けている不合理についても，すみやかなる改善を求めます。

　③　「６５歳問題」と言われ、障害者が６５歳になった途端に生活が困難になる理不尽な実態があります。
国として責任をもってこの点の実態把握と調査をすみやかに行い，適切な対応を求めます。
なお，訴訟団において把握している実態（一部）は別添のとおりです。
２　国庫負担基準の「介護保険対象者減額規定」撤廃を求めます

1 　厚労省は「国庫負担基準が個々の利用者に対する支給量の上限となるものではないことに留意すること」（平成19年4月13日事務連絡等）と注意を喚起しています。しかし、国から支給される報酬は、国庫負担基準により上限金額が定められ、それを超える金額は、市町村が負担を強いられる現実は大きいものがあります。

介護保障は国が憲法上の人権保障として実施されるものである以上、介護保障水準が市町村の財政事情により左右されてはならないはずですが財政力の低い自治体において、国が責任をもって報酬を負担するべきです。

②　介護保険対象障害者に対する支援削減の大きな原因は国庫負担基準の介護保険対象者に対する減額規定にあります。

　地方自治体が６５歳になった障害者に対して障害者福祉の支援を削減する原因は、国庫負担基準において、介護保険対象者の障害者福祉の在宅施策報酬を大幅に削減するからです。

　そもそも国庫負担基準とは、訪問系サービスにおいて、障害支援区分に該当する障害のある人のいる人数に応じて市町村ごとに国などが負担するべき単価が設定されており、それが国庫負担基準と呼ばれます。

　言い換えると、その「基準」を超える給付は、市町村が負担しなさいという基準です。(但し、個人に対する基準ではなく、当該市町村内全体の基準であり、市町村には重い区分でも給付額が低い人（サービス利用が少ない）も居住していますので、個々の障害者への上限を画するものでないということが建前です。)

　厚生労働大臣が定める障害福祉サービス費等負担対象額に関する基準（(平成18年9月29日厚生労働省告示第530号)　が国庫負担基準です（改訂あり）。

　これを重度訪問介護の場合で具体的に見ていきます。

　　対象でない支援区分６の障害者　　44070単位

介護保険給付対象障害者　　　　　13560単位

　　　実に30％すなわち7割減額にも及びます。
仮にその自治体内に在宅施策を利用する障害者が一人という場合、1日16時間の重度が必要な人の場合を想定してみます。
　区分６の６５歳未満の人（特定疾患者除く）の国庫負担基準は4万4000単位、約月44万円支給。他方、重度訪問介護の16時間の報酬単価が2812単位

　つまり1日2812単位×31日＝月8万7172単位、約88万円。

　国庫負担基準は、国・県・市の3者合わせて約44万円と規定しています。

　実際には、1日16時間を利用する人は、日中単価だけにはならず、夜間加算、深夜加算などがあるので、月額100万円以上になります。

仮に月100万円として、56万円は自治体の持ち出しになります。

以上のことからでも、現行国庫負担基準制度では，各地で、支援を必要とする障害者に必要な支給決定を下しがたい実情にあることがわかると思います。

総合福祉部会の骨格提言が国庫負担基準の廃止を提言しているのは当然のことです。

そして、国庫負担基準の介護保険対象者減額規定のため、６５歳になると、国庫負担基準により支払われるのは13560単位、約13万5600円に過ぎなくなります。上記の月100万円必要な人について、自治体は86万円以上の持ち出し負担を強いられます。つまり、「国は国庫負担基準介護保険減額規定により、６５歳以上の人に対する支援の打ち切りや削減を誘導している」との批判が当てはまるというべきであり、現行規定のままでは、「国庫負担基準は支給量の上限でない」との事務連絡は、実情を正確にとらえたものとは言い難いというべきです。

従って、介護保険優先原則による理不尽な人権侵害の拡大を防ぐため、国庫負担基準における介護保険減額規定を直ちに削除して下さい。

なお、【重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業】があり、国庫負担基準を超過する負担を国が援助することに一定の意義はあります。

しかし、この援助事業は

1 　政令指定20都市と中核43都市の合計63都市が対象外です。

2 人口30万人以上の市で助成額を国庫負担基準の半額を上限としている。

3 
予算額が平成24年度全国で22億円と低く、法的根拠もないため不安定。

　等の問題があり、
国庫負担基準の欠陥・不合理などの問題性を国が適切に捉えているとは言い難いものといえます。
第２　その他の諸問題

１　総合支援法附則に基づく検討

　前回定期協議にて，総合支援法附則第３条の「障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方」についての検討会を設置する際には，訴訟団の推薦する者を委員として選任していただくよう求めたところ，障害当事者やその家族、その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じる規定に基づき適切に対応を図るとの回答をいただきましたが，その後の対応及び今後の見通しについてご回答ください。
２　利用者負担について
ア　自立支援医療に係る利用者負担の低所得者無償化は，基本合意に「当面の課題」と明記され，定期協議では毎回議題となっております。これについての具体的取り組みにつき回答してください。
イ　配偶者や親の収入を理由に利用者負担を強いないことについても，訴訟団から継続的に要望をしております。これについての具体的取り組みにつき回答してください。
ウ　基本合意で確認された利用者負担の水準を悪化させないことを求めます。とくに生活保護法の基準改定に伴い非課税世帯の基準が変わることによる影響が出ないことを求めます。

　　基本合意文書第三項「新法制定に当たっての論点」は

「①　支援費制度の時点及び現在の障害者自立支援法の軽減措置が講じられた時点の負担額を上回らないこと。

②　少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないこと。」としています。

　　2013年8月から段階的に実施された生活保護基準の引き下げは，最低生活基準の引き下げに直結します。このことは、非課税世帯の基準が変わることを意味し、各種の助成制度にも影響を与えます。とくに、障害のある人については、福祉サービスや医療費助成等を受けている人が多いことから負担が増える人たちが出てくることが心配されます。

各種制度の利用者負担が悪化しないよう措置を講じることを求めます。
３　難病医療費負担について
ア　特定疾患制度に代わる新たな「難病患者医療費助成制度」の負担案については、少なくとも現行の自己負担額を上回らないことを求めます。
2014年5月23日、現行の特定疾患制度に代わり、難病医療法が成立し、小児慢性特定疾患については児童福祉法が改正されました。現在、2015年1月の施行にむけ、政省令などの細則の整備が進められています。私たちは、これらの政省令について募集されたパブリックコメントにつき、別紙の通りの意見書を提出いたしました。
意見書で指摘した事項はいずれも、障害者の権利条約第２５条の趣旨から大きく外れるものであり、基本合意締結以降ようやく前進を始めた「障害者としての難病者」に対する支援の充実・拡大に支障をきたすものです。
新たな難病患者医療費助成制度の負担案を「基本合意」の趣旨に沿ったものとすることを求めます。
イ　支援ニーズに着目した「障害」の範囲になるよう、一層の工夫を求めます
基本合意文書、骨格提言においては、障害者権利条約が採用する社会モデルの考え方に根ざした「制度の谷間のない「障害」の範囲」が再三にわたって強調されています。こうした骨格提言の趣旨を尊重し、障害者総合支援法の対象においても、制度の谷間をなくすよう強く求めます。

　　また、第５回定期協議において、国（厚労省）側からも，「障害者総合支援法においてはこれは福祉サービスの対象になってまいりますので、福祉サービスの対象という観点から、どういう疾患を対象にしていくのがふさわしいか。そういう観点を含めた検討を今後していきたいと考えております。」とお答えいただいたとおり、総合支援法の対象疾患については、難病医療法と別異の、「福祉サービスの必要性」の観点からの検討が必要となります。しかし、2014年8月27日、第1回障害者総合支援法対象疾病指定検討会が開催されましたが、同検討会を構成する委員は、ほとんどが難病医療法の指定難病検討委員会の委員との兼務となる医師です。
そこで、当事者の支援ニーズに着目した疾病を選定するために予定されている具体的な手続をお答えください。また、今からでも難病当事者からの委員を追加指名するべきです。
別　紙　　　介護保険優先原則の生み出す被害実例
被害事案を敢えて類型化して簡潔にコメントします。
１　６５歳になり、従来受けていた支援水準が削減されたり、打ち切られた。
　　（65歳まで障害福祉受給がなかった人の例も入ります）

　理由①　介護保険の申請をしないこと。
　←介護保険は自己決定に実現を理念に導入され、申請主義原則がある以上、
　　削減や打ち切りは不合理。
　理由②　介護保険の要介護認定５等が重度訪問介護受給の要件である。
　←別の法制度での介護度を指標に一律の不利益を与えることは、厚労省の立場とも矛盾する。
　理由③　介護保険優先だから
　←①　平成19年課長通知に反する。
　　②　介護保険を利用しても支援水準が低下する事案でも、機械的に介護保険優先原則を振りかざして人権侵害を犯す例が後を絶たない。
　　③　介護保険利用により従前の支援水準が維持される場合はむしろ例外であり、優先原則適用による従前生活の維持は具体事案に当てはめると幻想に過ぎないことがわかる。
２　６５歳になり、介護保険のヘルパーと障害者福祉のヘルパー等の併用を強いられ、余計な神経を使うようになった。
　　また介護保険のヘルパーは出来ない業務が多く、生活が不便になり、支障が生じている。
　　理由　優先原則
　　←基本合意で訴訟団は「④　介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。」と指摘しており、「優先原則」に起因する弊害を除去すべきである。
３　６５歳になり、従来利用していた施策（通所・グループホーム等）が利用できなくなった。
　　理由　優先原則
　←通所やグループホームなど、高齢施策と障害施策では全く異質であり、
６５歳を機にその場が利用できなくなるなど理解出来ないが、厚労省はそれを当然視視しているのか？
４　６５歳になり、今まで利用者負担ゼロであった低所得障害者に月1万5000円等の負担が急増し、生活の維持が困難になっている事例。
　←①　基本合意の低所得者の利用料無償の趣旨に反し潜脱するものである。
　　②　障害者が６５歳になれば障害に加齢が加わり、生活困難になる以上、より手厚く支援するのが当然であるにも関わらず、かえって負担が過酷になることは制度設計として背理である。

【事例１】　　東京都Ｋ区のＯさんの介護保険優先原則による被害実態
１　事案　６５歳で機械的に支援水準が削減された例
Ｏさんは52歳から特定疾病のため介護保険を利用していた。

主に訪問看護・訪問入浴を利用し、ヘルパー利用はわずかだった。

障害の程度が悪化し、62歳ころから重度訪問介護1日8時間を利用することが必要になり、実際に1日8時間決定（月252時間）が下され、2011年3月～2013年7月中旬まで利用することで生活が成り立っていた。

ところが2013年7月中旬、６５歳になった途端、行政から介護保険優先を理由として一方的に重度訪問介護は1日4時間（月128時間）に減らされた。

「優先」と言われても介護保険は訪問看護等で使い切っているため介護保険のヘルパーを使うことが出来ないＯさんは納得できず交渉した。8月下旬に時間数が変わったが1日6時間（月194時間）にしかならなかった。

　６５歳になって、介護ヘルパーの必要性を減少させるような事実は存在しておらず、むしろ、障害は年々悪化し、その必要性が高まる一方であるにも関わらず「介護保険優先原則」というテーゼによって、生活の維持が困難になっている。
２　課長通知違反
　厚労省平成19年課長通知では「市町村において、申請に係る障害福祉サービスの利用に関する具体的な内容(利用意向)を聴き取りにより把握した上で、申請者が必要としている支援内容を介護保険サービスにより受けることが可能か否かを適切に判断すること。」とされているが、この事案は明らかに通知に違反しているのではないか。

　そのような実態に見て見ぬふりを続けることは法の主管省庁である厚生労働省の責任も問われるというべきである。
【事例二】　兵庫県K市
　　　2012年7月に６５歳

１　支給量減少

６５歳まで
障害支援区分３。居宅介護で（家事援助・身体介護有）で月20時間、週に2回各2時間、通院介助月20時間、週2回各2時間だった。
居宅介護・通院介助　1人×20＋2人×0＝20時間　4時間/回

６５歳から

介護保険で「要支援１＝月4970単位」

障害者福祉は打ち切られ、介護保険ヘルパー週2回各1.5時間に削減。

２　利用者負担

　　週2回利用した場合、月約3000円の負担が厳しいので、週1回のみ利用して1380円の利用料を負担している。

　　また、介護保険になったことで、ヘルパーに頼めることが限定されてしまい、ヘルパーを利用する気になれない。

【事例三】　岡山県Ｏ市
１　事案の骨子

　　Ｏ市在住の障がい者A氏が、介護保険の申請をしなかったところ、そのことを理由に2013年2月、重度訪問介護の介護給付費不支給決定をした。
２　事案の詳細

　　A氏は、上下肢重度麻痺により身体障害者１級に該当し、障害程度区分６。
６５歳前までは、障害者自立支援法に基づき、１カ月当たり249時間相当の介護給付費の支給を受けていた。

　　しかし、６５歳前に介護保険の申請をしなかったところ、一切の介護給付費について不支給とされた。

　　また、Ｏ市は、介護保険の申請をしても、障害者総合支援法において障害程度区分６の認定を受け、なおかつ介護保険法において「要介護５」とならない限りは、介護保険給付に加えて重度訪問介護の支給を受けることができないこととされている。実際、A氏は今年の要介護認定に際して要介護４と判定され、上乗せ支給を受けられない事態に陥りかけた。
【事例四】　広島県Ｈ市
2013年1月に６５歳
従前744時間／月の重度訪問介護支給　
　障害福祉につき自己負担無し（介護保険についても自己負担無し該当世帯）

介護保険の申請をせず、当然、要介護認定もなかったが、市が勝手に「Sさんが仮に介護保険を利用したとしたら支給されるであろう見込み量の152時間分」を削減した592時間／月の重度訪問介護支給決定を出す。
　　事業所がボランティアで不足分を補っていた。
2013年4月　上記に耐え切れず、また、市が「介護保険を申請しても従来の介護内容と生活に変化はない」と説明したため、介護保険申請。
2013年5月　H市「従前どおりの介護内容を実現しようとすると，障害福祉の上乗せ部分が，広島市の支給決定基準を上回ることになる。事業所がプランを工夫するなどして，枠内に収まるように組み替えてほしい。」

本人「市側が想定するプランは生活実態にそぐわない。そもそも、介護保険の申請さえすれば従前と同じ介護内容が保障されるという話だったから介護保険を申請したのに，約束が違う。必要な支給量が結果的に実現できないということは，市の支給決定基準自体が不適切なのではないか。」

2013年7月8日　障害程度区分審査会において非定型支給として，介護保険支給と合計すれば従前と同じサービス種類・時間の支給量が確保される決定が出る。

2013年8月
本人ご逝去
福岡県内の介護保険優先原則による問題事例　四件
【事例五】
１　被害事案

　　2013年3月25日、Ｆ市の某区役所の福祉課に対して介護保険給付と障害福祉サービスとの併給を申請したが，同年5月24日併給の却下決定がなされた。

２　事案整理～Ｉさんの現況

①　Ｉさんは、2005年10月17日に脳梗塞を発症、2008年3月には２級の障害者手帳の交付を受け、介護保険の要支援２となった。中途障害のため、障害福祉給付は受けたことがなかった。2012年5月には要介護４の認定を受け、介護サービスを受けるようになったが、食事、排泄、寝起き、寝返りなどに全介助が必要な障害状況にあるＩさんにとって、要介護４の支給量では到底生活が成り立たないため、自費でヘルパーを雇い生活をするようになった。2012年11月にALSの確定診断。次第に障害が進み、自宅での一人暮らしに多くの支援が必要になったため、介護費用自己負担は最大20万円を超えることになった。しかし、Ｆ市は、要介護４であることを理由に障害者総合支援法に基づく給付を拒否した。

②　Ｉさんが求めている自立支援給付は、具体的には、わずか1日1～2時間程度の身体介護相当分の給付である。それが不足しているために、Ｉさんは、昼食をあきらめ、就寝前のトイレやベッドへの移乗介護は全額を自己負担してヘルパーを利用している。

③　Ｆ市は、「要介護度４であっても必要な上乗せは行っていくことになる」と述べながら、介護保険優先原則をもって、あたかも介護保険法が障害者総合支援法に法体系として優越するかのような誤った運用に陥っている。

【事例六】　居宅介護の時間数減少と生活介護が利用できなくなった
県営の身障住宅で独居をしている脳性麻痺の女性。2012年7月に６５歳の誕生日を迎えた。障害程度区分４。

　63歳までは障害福祉サービスのみ利用で、自己負担は低所得世帯なのでなかった。63歳のとき、夜間に尿を吸い取るヒューマニーという介護保険の適用がある器具の利用を導入することになり、要介護３の認定を受け、介護保険のサービスと障害福祉サービスを併用していた。

＜当時の具体的なサービス利用状況＞

朝、夕方、夜間と1日3回ヘルパーを利用。

　月に68時間（週に17時間）のヘルパー（居宅介護）利用のうち、介護保険36時間（週9時間）、自立支援法32時間（週8時間）。日中、週に3回自立支援法の「生活介護」、週に1回介護保険の「通所介護」を利用し、施設で入浴していた。週に2回は「生活介護」で作業所に通所し、働いていた。

　収入は障害基礎年金と介護手当（計約10万円）であり、介護保険の月額の自己負担15,000円（上限）の負担は重かったが、日中「生活介護」で通所していた作業所の給金8,000円弱を加え、生活の収支が何とかあっていた。

　６５歳を迎え、併用が認められないということで介護保険のサービスのみとなった（これまで併用を認めていたのは、行政側の間違いだったとの説明）。居宅介護（ヘルパー利用）が月に36時間（週に9時間）のみとなり、生活介護も介護保険の週に1回のみになってしまった。

　また、「生活介護」としての作業所への通所は認められなくなった。

　生活を維持するため、独自契約のヘルパーを利用しながら、生活介護で通所していた作業所の職員のボランティアに頼っての生活となった。介護保険の自己負担分に加え、独自契約のヘルパー利用料月額4万円程度を負担しなければならなくなった反面、作業所に通所できなくなったため給金がもらえなくなり、収支は赤字で、わずかばかりの貯蓄がなくなった後の生活を維持できるか不安が大きかった。

　結果的に、要介護認定を受け直し、要介護４となったため、障害福祉サービスの併用が認められるようになり、ヘルパー利用は以前と同じ時間数が確保できたものの、「生活介護」で作業所に通所することは認められなかった。

　本人にとっては、何十年も通っていた作業所で、仲間たちと「仕事」をして給金をもらうことが生きがいであり、誇りであったのに、介護保険優先原則によってそれを奪われた。
　↑

　生活介護の場を奪われる理不尽を厚労省はどう正当化するのであろうか。
【事例七】　グループホームでの生活継続が脅かされた
　2014年8月に６５歳の誕生日を迎える知的障害のある女性。療育手帳Ｂ１、障害区分２。子供が3人いるが全員に知的障害があり、そのうち一番障害の重い1人と共に同じグループホームで生活しながら、日中は「就労継続Ｂ」で作業所（グループホームと同じ法人）に通所している。

　６５歳を迎えるにあたり、行政の担当者との事前折衝において、介護保険優先原則によって安定している生活環境が変わってしまうことへの不安・弊害、重度の知的障害がある子どもと同じグループホームでの生活を継続したいという希望を伝えたものの、「法律で決まっているので、要介護認定の結果、要支援２以上であれば介護保険の適用のある入所施設等に移ってもらうことになる」と説明を受けた。

　結果的に、要介護認定の結果が「非該当」であったため、当面の間は現在のグループホームでの生活を継続できる見通しではあるが、1年に1度は要介護認定を受け直すように言われており、将来的な不安は払拭できない。
　↑
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について(平成18年10月31日)

(障発第1031001号・障害保健福祉部長通知)の平成26年4月改正で、障害者ＧＨの利用対象者の扱いを多少改めたが、上記のような「介護保険施設に移ることは法律で決まっている」などの扱いは厚労省の立場ではどう考えるのか。
【事例八】　重度訪問介護のみの利用が認められず、経済的な負担が
　2014年8月に６５歳の誕生日を迎えた脳性麻痺の男性。障害支援区分６で、起床、排泄、衣服の着脱、移乗、食事、就寝中等全てに渡り全介助。現在の主たる介助者は同居している妻。重度訪問介護を利用している。非課税世帯であり、６５歳までは自己負担はなかった。

＜６５歳を迎える前の具体的なサービス状況＞

　重度訪問介護の支給量；225時間（内訳：1人目186時間（内、移動支援加算40時間）／月、2人目15時間／月（（1時間／回*3回／週＊5週）2人介護は入浴）、通院証明による追加　24時間／月（3時間*8））

　もっとも、同居の妻がいるため、実際に利用しているサービスは支給量に比べて少なく、妻が介護できない場合に備えて予備の支給量を確保していた。

　要介護認定を受けた結果「要介護５」となった。

　頻繁なヘルパーの交代は過緊張をもたらし体調を崩すと主治医の意見書を提出し、同じヘルパーによる連続した支援である重度訪問介護の必要性について行政と交渉し、自宅での入浴介助（2人体制）の部分のみ介護保険の身体介護にし、それ以外の時間は重度訪問介護を併用することになった（ただし、予備の支給量が月９時間減っている）。

　入浴介助を担当するヘルパー事業所が介護保険にも対応できるところであったため、事実上同じヘルパーがその前後の重度訪問介護も担当することで弊害を生じさせないようにしているが、事業所の交代などで介護保険のみのヘルパー事業所を利用せざるをえなくなると頻繁なヘルパー交代を強いられることになる。

　また、収入は障害基礎年金と福祉手当（計約11万円）のみであるが、入浴介助について介護保険のサービスを利用せざるを得なくなったため、今後は介護保険の月額の自己負担15,000円（上限）の負担が必要になり、金銭的な不安が大きい。
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